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（改定後）令和 5 年 10 ⽉版⼀部改定 （旧）令和４年 10 ⽉版 備考 
12．交通誘導警備員の資格 

現道に係わる工事現場においては、交通誘導業務は原則として、警備業の認定

を受けている会社に所属する警備員が行わなければならない。 

受注者は、市街地（人口集中地区（DID 地区）及びこれに準じる地区）及び公安

委員会が認定する検定合格警備員の配置を必要とする路線に係る工事現場におい

て、交通誘導警備員を配置する場合は、以下の各号の規定によらなければならな

い。 

(1) 交通誘導警備業務を行う場所ごとに、交通誘導警備業務に係る一級検定合格

警備員または二級検定合格警備員を１名以上配置しなければならない。 

(2) 検定合格警備員であることを確認できる資料として、交通誘導警備業務に係

る一級または二級検定合格証明書の写しを施工計画書に含めて工事監督員に提

出しなければならない。 

やむを得ない理由により検定合格者を含む交通誘導警備員を配置できない場

合は、その理由書と交通処理計画を工事監督員に提出し、対応を協議しなけれ

ばならない。 

13．児童の安全対策 

(1)～(2）（略） 

14．老人又は身体障害者対策 

 （略） 

15．不法無線局及び違法無線局対策 

 （略） 

16．その他  

(1) 受注者は、運転者に対しては、安全運転講習会の開催等、安 全運転意識の向

上について十分留意するとともに下請負人の雇 用する運転者に対しても、その

浸透を図らなければならない。 

(2) 「土砂等を運搬する大型自動車による交通事故の防止等に関 する特別措置

法」の目的に鑑み、法第12 条に規定する団体等の 設立状況を踏まえ、同団体等

への加入者の使用を促進するもの とする。 

12．交通誘導警備員の資格 

現道に係わる工事現場においては、交通誘導業務は原則として、警備業許可を

有する会社に所属する警備員が行わなければならない。 

受受注者は、市街地（人口集中地区（DID 地区）及びこれに準じる地区）及び公

安委員会が認定する検定合格警備員の配置を必要とする路線に係る工事現場にお

いて、交通誘導警備員を配置する場合は、以下の各号の規定によらなければなら

ない。 

(1) 交通誘導警備業務を行う場所ごとに、交通誘導警備業務に係る一級検定合格

警備員または二級検定合格警備員を１名以上配置しなければならない。 

(2) 検定合格警備員であることを確認できる資料として、交通誘導警備業務に係

る一級または二級検定合格証明書の写しを施工計画書に含めて工事監督員に提

出しなければならない。 

やむを得ない理由により検定合格者を含む交通誘導警備員を配置できない場

合は、その理由書と交通処理計画を工事監督員に提出し、対応を協議しなけれ

ばならない。 

３．児童の安全対策 

(1)～(2）（略） 

４．老人又は身体障害者対策 

 （略） 

５．不法無線局及び違法無線局対策 

 （略） 

20．その他 

(11)受注者は、運転者に対しては、安全運転講習会の開催等、安全運転意識の向上

について十分留意するとともに下請負人の雇用する運転者に対しても、その浸透

を図らなければならない。 

(12)「土砂等を運搬する大型自動車による交通事故の防止等に関する特別措置法」の

目的に鑑み、法第 12条に規定する団体等の設立状況を踏まえ、同団体等への加入

者の使用を促進するものとする。 

項目の追加 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項目番号の変更 

 

項目番号の変更 

 

項目番号の変更 

 

項目題名の追加 

項目番号の変更 

諸基準類との統一 

 

項目番号の変更 

諸基準類との統一 

 

１－１－１－39 施設管理 
受注者は、工事現場における公物（各種公益企業施設を含む。）または部分使

用施設（契約書第 34条の適用部分）について、施工管理上、契約図書における規

定の履行を以っても不都合が生ずるおそれがある場合には、その処置について工

事監督員と協議できる。 

なお、当該協議事項は、契約書第9 条の規定に基づき処理させるものとする。 

１－１－１－39 施設管理 
１．受注者は、工事現場における公物（各種公益企業施設を含む。）または部分使用

施設（契約書第 34条の適用部分）について、施工管理上、契約図書における規定

の履行を以っても不都合が生ずるおそれがある場合には、その処置について工事

監督員と協議できる。 

２．なお、当該協議事項は、契約書第8 条の規定に基づき処理させるものとする。

条文の追加 
諸基準類との統一 

 

 

 
※遺漏した項目を追加訂正しました（赤囲み部）
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（改定後）令和 5 年 10 ⽉版⼀部改定 （旧）令和４年 10 ⽉版 備考 
第１編 共通編 

第３章 一般施工 

第１編 共通編 

第３章 一般施工 
 

１－３－２－１ 適用すべき諸基準 
受注者は、設計図書において特に定めのない事項については、下記の基準類に

よらなければならない。また、基準類と設計図書に相違がある場合は、原則とし

て設計図書の規定に従うものとし、疑義がある場合は工事監督員に確認を求めな

ければならない。 

(1)～(10)（略） 

(11) 日本グラウト協会薬液注入工法の設計・施工指針     （平成元年６月） 

(12) （略） 

(13) 環境省水質汚濁に係わる環境基準について（環境省告示第62 号） 

 （令和３年10月） 

(14)～(15) （略） 

(16) 全国特定法面保護協会のり枠工の設計・施工指針    （平成 25 年 10 月） 

(17)～(44)（略） 

(45) 土木学会 コンクリート標準示方書（基準編）[2018 年制定] 

    （平成 30年 10月） 

(46) 地盤工学会 地山補強土工法設計・施工マニュアル    （平成 23 年 8月） 

(47) 建設工事における自然由来重金属等含有岩石・土壌への対応マニュアル改訂

委員会 建設工事における自然由来重金属等含有岩石・土壌への対応マニュア

ル（2023 年版）                    （令和５年３月） 

(48) 厚生労働省 山岳トンネル工事の切羽における 

肌落ち災害防止対策に係るガイドライン  （平成 30年 1 月） 

(49) 国土交通省道路土工構造物技術基準           （平成 27 年 3 月） 

１－３－２－１ 適用すべき諸基準 
受注者は、設計図書において特に定めのない事項については、下記の基準類に

よらなければならない。なお、基準類と設計図書に相違がある場合は、原則とし

て設計図書の規定に従うものとし、疑義がある場合は工事監督員に確認を求めな

ければならない 

(1)～(10)（略） 

(11) 日本薬液注入協会薬液注入工法の設計・施工指針     （平成元年６月）

(12) （略） 

(13) 環境省水質汚濁に係わる環境基準について（環境省告示第62 号） 

 （平成 31 年３月）

(14)～(15) （略） 

(16) 全国特定法面保護協会のり枠工の設計・施工指針    （平成 25 年 10 月）

(17)～(44)（略） 

(45) 土木学会 コンクリート標準示方書[基準編] [2018 年制定] 

    （平成 30年 10月）

(46) 地盤工学会 地山補強土工法設計・施工マニュアル    （平成 23 年 8月）

(46) 建設工事における自然由来重金属等土砂への対応マニュアル検討委員会

建設工事における自然由来重金属等含有岩石・土壌への対応マニュアル（暫定

版）                         （平成 22 年３月）

(47) 厚生労働省 山岳トンネル工事の切羽における 

肌落ち災害防止対策に係るガイドライン  （平成 30 年 1月）

(48) 国土交通省道路土工構造物技術基準           （平成 27 年 3 月）

 
表現の変更 

 

 

 

 

諸基準類の改定に伴う変更 

 

諸基準類の改定に伴う変更 

 

 

誤植訂正 

 

諸基準類の改定に伴う変更 

 

諸基準類の改定に伴う変更 

諸基準類の改定に伴う変更 

 

 

項目番号の変更 

 

項目番号の変更 

１－３－３－２ 材料 
１．～３．（略） 

４．塗装仕上げをする場合の路側防護柵工で使用する材料は、以下によるものとす

る。 

(1)～(6)（略） 

(7) 以下に示すような場所で環境条件が特に難しい場合には、さらに防錆・防食

効果が期待できる処理を施すものとする。 

① 凍結防止剤を散布する区間 

② 交通量が非常に多い区間 

③ 海岸に近接する区間（飛沫の当たる場所、潮風が強く当たる場所など） 

④ 温泉地帯など 

⑤ 雨水や凍結防止剤を含んだ水が長期間滞留または接触する場所 

５．～６．（略） 

１－３－３－２ 材料 
１．～３．（略） 

４．塗装仕上げをする場合の路側防護柵工で使用する材料は、以下によるものとす

る。 

(1)～(6)（略） 

(7) 以下に示すような場所で環境条件が特に難しい場合には、さらに防錆・防食

効果が期待できる処理を施すものとする。 

① 凍結防止剤を散布する区間 

② 交通量が非常に多い期間 

③ 海岸に近接する区間（飛沫の当たる場所、潮風が強く当たる場所など） 

④ 温泉地帯など 

⑤ 雨水や凍結防止剤を含んだ水が長期間滞留または接触する場所 

５．～６．（略） 

 
 

 

 

 

 

 

 

誤植訂正 

 

 
※誤植訂正しました（赤囲み部）


